
建設事故等発生状況
［平成９年度～令和７年度のデータを基に分析］

熊本県土木部 土木技術管理課

［令和８年６月３０日作成］
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平成９年度以降における建設工事事故等の累積件数

①労働災害（墜落・転落・その他の負傷） ②労働災害（重機）

③死傷公衆災害 ④物損公衆災害（車両）

⑤物損公衆災害（ケーブル） ⑥物損公衆災害（自転車・その他）

⑦重機の水没 ⑧もらい事故（交通誘導員）

⑨交通事故（第三者） ⑩その他（重大事故に繋がる恐れ）

（単位：件）

労働災害（墜落・転落・その他）

交通事故（第三者）

労働災害（重機）
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平成９年度以降における建設工事事故等の推移

（資機材納入・病死・個人の責等に係るものを除く）

①労働災害（墜落・転落・その他の負傷） ②労働災害（重機） ③死傷公衆災害

④物損公衆災害（車両） ⑤物損公衆災害（ケーブル） ⑥物損公衆災害（自転車・その他）

⑦重機の水没 ⑧もらい事故（交通誘導員） ⑨交通事故（第三者）

⑩その他（重大事故に繋がる恐れ）

（単位：件）
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平成９年度以降における建設工事事故等の推移
（単位：件）

総報告件数

建設事故等件数
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平成９年度以降における建設工事事故等に係る死者数の発生状況

（資機材納入・病死等に係る死者も含む）
（単位：人）

全ての累積死者数

各年度の全体死者数

建設工事事故等の累積死者数
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労働災害発生状況（Ｈ９～Ｒ７）

労働災害（墜落・転落・重機・その他） 労働災害（死亡）：内数

線形 (労働災害（墜落・転落・重機・その他）)

（単位：人）



頭部損傷

8%

手（骨折等）

23%

足（骨折等）

33%

その他（骨折等）

36%

労働災害の被災部位状況（H９～R7を集計）

※［その他（骨折等）］には
胸部圧迫骨折、腰椎骨折、顎損傷、目損傷が含ま
れます。
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物損公衆災害（車両・ケーブル・その他）

（単位：件）



ＮＴＴ（光ケーブル）

5%

ＮＴＴ（電話線）
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九電

17%

車両

40%

その他

29%

物損公衆災害の内訳（H９～R７を集計）

※［その他］には
水道管、家屋、消火設備、手すり等が含まれます。
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建設工事事故に伴う被災者（年齢別）の発生状況

（平成９年度～令和７年度までの総計）（単位：人）
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建設工事事故に伴う被災者（時間帯別）の発生状況

（平成９年度～令和７年度までの総計）

（単位：人）
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建設工事事故に伴う被災者（月別）の発生状況

（平成９年度～令和７年度までの総計）（単位：人）
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月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

建設工事事故に伴う被災者（曜日別）の発生状況

（平成９年度～令和７年度までの総計）（単位：人）


